
別紙（個人情報ファイル簿）

（名称）

（所在地）

個人情報ファイルの名称 納税証明発行事務ファイル

行政機関等の名称 米子市長

担当課 担当名

収納推進課（地域生活課）
総務担当・検収担当（窓口

サービス担当）

個人情報ファイルの利用目的 納税証明交付申請を行った者の管理に使用する。

記載項目

１識別番号、２氏名、３生年月日、４住所、５財産状況、６課
税・納税額、７納税状況

記録範囲 納税証明交付申請を行った者

記録情報の収集方法
本人からの申請書類及び住民基本台帳
６は関係各課

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

含まない

記録情報の経常的提供先 -

米子市市民生活部収納推進課総務担当

683-8686米子市加茂町1-1

訂正及び利用停止に関する他
の法令の規定による特別の手
続等

-

（電算処理ファイル）

政令第21条第7項に該当する
ファイル

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別
（マニュアル処理ファイル）

法第60条第2項第2号

有 無

法第60条第2項第1号



行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案の募集を受ける組織の名称
及び所在地

備   考

記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

記録されている本人の数

行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報の提案を受ける組織の
名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間

1,000人以上 1,000人未満



別紙（個人情報ファイル簿）

（名称）

（所在地）

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別
（マニュアル処理ファイル）

（電算処理ファイル）

政令第21条第7項に該当する
ファイル

記録情報の経常的提供先 金融機関

米子市市民生活部収納推進課総務担当

683-8686米子市加茂町1-1

訂正及び利用停止に関する他
の法令の規定による特別の手
続等

-

記録範囲 市税口座振替希望者等

記録情報の収集方法
本人からの申請書類、住民基本台帳及び金融機関
５は市民税課、固定資産税課

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

含まない

収納推進課 総務担当・検収担当

個人情報ファイルの利用目的 市税口座振替希望者等の管理に使用する。

記載項目

１識別番号、２氏名、３住所、４電話番号、５課税・納付額、
６納税状況、７口座番号

個人情報ファイルの名称 市税口座振替処理業務ファイル

行政機関等の名称 米子市長

担当課 担当名

法第60条第2項第2号

有 無

法第60条第2項第1号



備   考

記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

記録されている本人の数

行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報の提案を受ける組織の
名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案の募集を受ける組織の名称
及び所在地

1,000人以上 1,000人未満



別紙（個人情報ファイル簿）

（名称）

（所在地）

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別
（マニュアル処理ファイル）

（電算処理ファイル）

政令第21条第7項に該当する
ファイル

記録情報の経常的提供先

訂正及び利用停止に関する他
の法令の規定による特別の手
続等

記録範囲 市税の収納状況全般

記録情報の収集方法
住民基本台帳
５は市民税課、固定資産税課

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

含まない

収納推進課（地域生活課）
総務担当・検収担当
（窓口サービス担当）

個人情報ファイルの利用目的 市税の収納状況の管理に使用する。

記載項目

１識別番号、２氏名、３住所、４財産状況、５課税・納税額、
６納税状況、７世帯状況等、８滞納処分の状況

個人情報ファイルの名称 市税収納業務ファイル

行政機関等の名称 米子市長

担当課 担当名

法第60条第2項第2号

有 無

法第60条第2項第1号



備   考

記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

記録されている本人の数

行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報の提案を受ける組織の
名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案の募集を受ける組織の名称
及び所在地

1,000人以上 1,000人未満



別紙（個人情報ファイル簿）

（名称）

（所在地）

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別
（マニュアル処理ファイル）

（電算処理ファイル）

政令第21条第7項に該当する
ファイル

記録情報の経常的提供先 -

米子市市民生活部収納推進課総務担当

683-8686米子市加茂町1-1

訂正及び利用停止に関する他
の法令の規定による特別の手
続等

-

記録範囲 市税を滞納している者

記録情報の収集方法

本人、住民基本台帳、市民税課、固定資産税課、福祉課、市民一課、
住宅政策課、建築相談課、会計課、金融機関、勤務先、裁判所、税務
署、県税事務所、他市町村、法務局、NTT等（滞納者の状況を明らか
にするため必要な範囲）

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

含む

収納推進課 徴収対策担当・債権回収担当

個人情報ファイルの利用目的 滞納市税の徴収及び滞納処分のために利用する。

記載項目

１識別番号、２氏名、３性別、４生年月日、５住所、６本籍・国籍、
７続柄、８電話番号、９職業、１０役職・地位、１１職歴、１２健康
状態、１３傷病歴、１４心身障害、１５収入、１６財産状況、１７課
税・納税額、１８納税状況、１９取引状況、２０公的扶助、２１口座
番号、２２信用、２３家族状況、２４親族関係、２５婚姻、２６扶養
関係、２７住居状況、２８施設入所、２９相談内容

個人情報ファイルの名称 税務滞納整理業務ファイル

行政機関等の名称 米子市長

担当課 担当名

法第60条第2項第2号

有 無

法第60条第2項第1号



備   考

記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

記録されている本人の数

行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報の提案を受ける組織の
名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案の募集を受ける組織の名称
及び所在地

1,000人以上 1,000人未満



別紙（個人情報ファイル簿）

（名称）

（所在地）

個人情報ファイルの名称 国民健康保険料及び後期高齢者医療保険料徴収業務ファイル

行政機関等の名称 米子市長

担当課 担当名

収納推進課（地域生活課）
総務担当・検収担当・徴収対策担当・債権

回収担当（窓口サービス担当）

個人情報ファイルの利用目的 滞納保険料の徴収及び滞納処分のために利用する。

記載項目

１識別番号、２氏名、３性別、４生年月日、５住所、６本籍・
国籍、７続柄、８電話番号、９職業、１０職歴、１１健康状
態、１２傷病歴、１３心身障害、１４収入、１５財産状況、１
６課税・納税額、１７納税状況、１８公的扶助、１９口座番
号、２０家族状況、２１婚姻、２２扶養関係、２３住居状況、
２４施設入所、２５相談内容、２６居所

記録範囲 保険料を滞納している者

記録情報の収集方法

本人、住民基本台帳、市民一課、市民税課、固定資産税課、保険年金
課、福祉課、障がい者支援課、住宅支援課、長寿社会課、水道事業管
理者、官公署又は政府関係機関（税務署、法務局及び他の自治体
等）、勤務先、取引先、取引金融機関等関係先

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

含む

記録情報の経常的提供先 -

米子市市民生活部収納推進課総務担当

683-8686米子市加茂町1-1

訂正及び利用停止に関する他
の法令の規定による特別の手
続等

-

（電算処理ファイル）

政令第21条第7項に該当する
ファイル

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別
（マニュアル処理ファイル）

法第60条第2項第2号

有 無

法第60条第2項第1号



行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案の募集を受ける組織の名称
及び所在地

備   考

記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

記録されている本人の数

行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報の提案を受ける組織の
名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間

1,000人以上 1,000人未満


